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１． １７年 ３月期の業績 （平成 16年 4月 1日～平成 17年 3月 31日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

            百万円        ％             百万円        ％             百万円       ％
17年 3月期 67,495        1.9 7,836      16.4 8,530    42.6
16年 3月期 66,235        5.5 6,732      21.7 5,980    39.6

 １株当たり 潜在株式調整後 株  主  資  本 総   資   本 売   上   高
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

            百万円        ％      円    銭      円    銭             ％           ％            ％
17年 3月期 　　4,822 　　　36.3     　112   64   －   － 10.9 10.3      12.6
16年 3月期     3,538  　　 61.6   　79   39   －   － 　8.7 　7.8 9.0
(注） ①期中平均株式数      17年 3月期  42,254,480株      16年 3月期  43,775,923株

　　　②会計処理の方法の変更     無
　　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパ－セント表示は、対前期増減率

（２）配当状況
配当金総額  株主資本

   中   間    期   末    （年間）   配当率
     円    銭      円    銭      円    銭       百万円             ％           ％

17年 3月期    24    00     7     50   16     50 1,030 21.4 2.3
16年 3月期    17    00     6     00   11     00        727 20.6 1.8
（注）16年3月期の期末配当金11円00銭のうち5円00銭は創業75周年記念配当金であります。

（３）財政状態
株主資本比率

      百万円       百万円            ％  
17年 3月期 57.0         1,077    21
16年 3月期 50.0           982     03
（注）①期末発行済株式数     17年 3月期   43,294,252株     16年 3月期    42,174,935株
　　　②期末自己株式数 　  17年 3月期    1,735,241株      16年 3月期      2,854,558株      

２． 18年 3月期の業績予想 （平成 17年 4月 1日～平成 18年 3月 31日）

         １株当たり年間配当金
   中    間    期    末

       百万円        百万円        百万円      円    銭      円    銭     円   銭
  中 間 期 35,000 4,300 2,450   12    00    －   －   －   －
  通     期 71,500 8,700 4,900    －   －   12   00  24   00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）       111円 72銭

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提として作成し
　　ておりますので、今後の不確定な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

             －２４－
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平成 １7 年 ３月期     個別財務諸表の概要                           
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１．財   務   諸   表   等
（１）  貸 借 対 照 表 　(単位：百万円未満切捨)

                          期       別

     科      目 　　金　　額

（資 産 の 部）      

Ⅰ．  流  動  資  産
    １． 現 金 及 び 預 金 16,271 15,427 844
    ２． 受   取   手   形 3,507 3,145 362
    ３． 売      掛      金(※３) 16,630 17,518 △888
    ４． 有   価   証   券 506 2,956 △2,450
    ５． 製               品 1,316 851 465
    ６． 原      材      料 254 249 5
    ７． 仕      掛      品 5,390 5,063 327
    ８． 貯      蔵      品 4 4 △0
    ９． 前    払   費   用 21 26 △5
   10． 繰 延 税 金 資 産 2,033 1,684 349
   11． そ      の      他 943 863 80
         貸  倒  引  当  金 △2,704 △1,956 △748
         流 動 資 産 合 計 44,176 53.9 45,836 55.3 △1,660

Ⅱ．  固  定  資  産  

 (１)  有 形 固 定 資 産（※１）  
    １． 建                物 3,927 4,022 △95
    ２． 構      築       物 114 119 △5
    ３． 機械及び装置 3,595 3,588 7
    ４． 車両及び運搬具 42 29 13
    ５． 工具器具及び備品 744 735 9
    ６． 土               地 2,819 2,819 －
    ７． 建  設  仮 勘 定 210 2 208
      有形固定資産合計 11,454 14.0 11,318 13.6 136
  
 (２)  無 形 固 定 資 産  
    １． ソ  フ  ト  ウ  エ  ア 72 83 △11
    ２． 電  話  加  入  権 9 9 －
    ３． 水道施設利用権 0 0 △0
      無形固定資産合計 82 0.1 93 0.1 △11
  
 (３)  投資その他の資産  
    １． 投 資 有 価 証 券 18,926 19,557 △631
    ２． 関 係 会 社 株 式 1,217 1,217 －
    ３． 出      資      金 1 1 －
    ４． 関係会社出資金 944 297 647
    ５． 長　期　貸　付　金 2 2 －
    ６． 関係会社長期貸付金 1,890 2,076 △186
    ７． 更  生  債  権  等 250 926 △676
    ８． 長 期 前 払 費 用 5 10 △5
    ９． 繰 延 税 金 資 産 1,807 1,488 319
   10． 差  入  保  証  金 397 417 △20
   11． そ      の      他 1,109 611 498
         貸  倒  引  当  金 △272 △936 664
      投資その他の資産合計 26,279 32.0 25,670 31.0 609

         固 定 資 産 合 計 37,815 46.1 37,082 44.7 733
 
    資   産   合   計 81,992 100.0 82,918 100.0 △926

 －２５－

構成比

％ 

増   減
(△は減)

％ 

第８６期 第８５期
（平成 17年 3月 31日現在） （平成 16年 3月 31日現在）
金          額 構成比 金          額



　(単位：百万円未満切捨)
                          期       別

     科      目 　　金　　額

（負 債 の 部）       ％ ％ 
Ⅰ．  流   動   負   債
    １．支   払   手   形 4,074 4,875 △801
    ２．買      掛      金 （※３） 8,098 7,289 809
    ３．短  期  借  入  金 50 50 －
    ４．一年以内償還予定の社債 － 7,000 △7,000
    ５．未      払      金 292 278 14
    ６．未   払   費   用 2,019 1,566 453
    ７．未 払 法 人 税 等 1,980 1,960 20
    ８．賞 与  引 当 金 930 930 －
    ９．前      受     金 337 82 255
   10．預      り      金 37 38 △1
   11．設備関係支払手形 774 803 △29
        流 動 負 債 合 計 18,595 22.7 24,874 30.0 △6,279
  
Ⅱ． 固   定   負   債  
    １．社              債 10,000 10,000 －
    ２．退 職 給 付 引 当 金 5,773 5,655 118
    ３．役員退職慰労引当金 919 892 27
    ４．受  入  保  証  金 4 4 －
    ５．長  期  預  り  金 － 12 △12
        固 定 負 債 合 計 16,697 20.3 16,563 20.0 134
     負  債  合  計 35,292 43.0 41,438 50.0 △6,146

 
（資 本 の 部）        

 Ⅰ． 資      本      金 （※２） 5,684 6.9 5,684 6.9 －
 Ⅱ． 資  本  剰  余  金    
    １．資  本  準  備  金 7,115 7,115 －
    ２．その他資本剰余金 236 － 236
       資 本 剰 余 金 合 計 7,351 9.0 7,115 8.5 236
 Ⅲ． 利  益  剰  余  金   
    １．利  益  準  備  金 1,230 1,230 －
    ２．任 意 積 立 金 24,966 24,166 800
    ３．当期未処分利益 7,530 4,351 3,179
      利 益 剰 余 金 合 計 33,726 41.1 29,747 35.9 3,979
 Ⅳ． その他有価証券評価差額金 2,058 2.5 2,414 2.9 △356
 Ⅴ． 自   己   株   式 △2,121 △2.5 △3,480 △4.2 1,359
     資    本    合    計 46,700 57.0 41,480 50.0 5,220

     負  債  ・ 資  本  合   計 81,992 100.0 82,918 100.0 △926

－２６－

(△は減)

増   減

構成比 構成比

第８６期 第８５期

金          額 金          額

（平成 17年 3月 31日現在） （平成 16年 3月 31日現在）



（２）  損 益 計 算 書 　(単位：百万円未満切捨)

             期     別

     自  平成 16年 4月  1日     自  平成 15年 4月  1日
     至  平成 17年 3月 31日     至  平成 16年 3月 31日

    科     目 百分比 百分比 　　金　　額

Ⅰ．売    上    高（※１） 67,495 66,235 1,260
Ⅱ．売  上  原  価（※１） 52,015 77.1 51,927 78.4 88
      売 上 総 利 益 15,479 22.9 14,307 21.6 1,172
Ⅲ．販売費及び一般管理費(※２) 7,643 11.3 7,574 11.4 69
      営  業  利  益 7,836 11.6 6,732 10.2 1,104
Ⅳ．営 業 外 収 益  
  １．受 取 利 息（※１） 65 87 △22
  ２．有価証券利息 238 104 134
  ３．受 取 配 当 金 158 56 102
  ４．不動産賃貸料（※１） 181 176 5
  ５．為  替  差  益 184 -              184
  ６．そ    の    他 57 90 △33

計 885 1.3 515 0.7 370
Ⅴ．営 業 外 費 用  
  １．支  払  利  息 168 220 △52
  ２．投資有価証券売却損 － 1 △1
  ３．為　替　差　損 － 935 △935
  ４．そ　　の　　他 22 110 △88

計 191 0.3 1,267 1.9 △1,076
      経  常  利  益 8,530 12.6 5,980 9.0 2,550
Ⅵ．特 別 利 益  
  １. 固定資産売却益（※３） － 9 △9
  ２．貸倒引当金戻入益 87 435 △348

計 87 0.1 444 0.7 △357
Ⅶ．特 別 損 失  
  １．固定資産除売却損（※４） 130 82 48

計 130 0.2 82 0.2 48
      税引前当期純利益 8,487 12.5 6,342 9.5 2,145
       法人税、住民税及び事業税 4,089 3,355 734
      法人税等調整額 △424 △551 127

計 3,665 5.4 2,803 4.2 862
      当 期 純 利 益 4,822 7.1 3,538 5.3 1,284
      前 期 繰 越 利 益 3,024 1,076 1,948
      中間配当額 316 263 53
      当期未処分利益 7,530 4,351 3,179

－２７－

増   減

100.0％ 100.0％

(△は減)

第８６期 第８５期

金          額 金          額



（３）利益処分案 　 (単位：百万円未満切捨)

     科                     目   　        第８６期     　        第８５期        増     減

   当  期  未  処  分  利  益 7,530 4,351 3,179

   これを次のとおり処分する。

   株    主    配    当    金 714 463 251

       （１株につき11円）

   役    員    賞    与    金 63 63 －

        （取締役賞与金） (63) (63) －

   別    途    積    立    金 800 800 －

   次   期   繰   越   利   益 5,953 3,024 2,929

(注) １．当期は平成16年12月10日に316百万円（１株につき7円50銭）の中間配当を実施しております。

2．前期は平成15年12月10日に263百万円（１株につき6円00銭）の中間配当を実施しております。

 －２８－

 （１株につき16円50銭）
普 通 配 当 16円50銭 普 通 配 当 ６ 円 00 銭

創業75周年記念配当５円00銭



［ 重 要 な 会 計 方 針 ］ 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式
         移動平均法による原価法
(2) その他有価証券
  ①時価のあるもの
         決算期末日の市場価格等に基づく時価法
       （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
  ②時価のないもの
         移動平均法による原価法

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法
製   品・仕掛品 ： 個別法による原価法
原材料・貯蔵品 ： 移動平均法による原価法

３． 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 ： 定率法  
なお、主な耐用年数は以下の通りです。
　建　　　物　　　　15～50年
　機械及び装置　　7～10年

(2)無形固定資産 
①ソフトウェア　･･････ 社内における利用可能期間 （５年） に基づく定額法
②その他  ･･････････ 定額法

(3)長期前払費用 ： 定額法 

４． 引当金の計上基準

(1)  貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)  賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度の負
担額を計上しております。
 

(3)  退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、 当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づ き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10
年)による定額法により、発生の翌事業年度から費用処理しております。

(４)  役員退職慰労引当金
役員の退任に伴う退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき当事業年度末要支給額
の全額を計上しております。

 
５． リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６． その他財務諸表作成のための重要事項
   消費税等の会計処理は税抜方式によって処理しております。

     －２９－



注 記 事 項

（貸借対照表関係）

 ※１． 有形固定資産の減価償却累計額 16,373 百万円  ※１． 有形固定資産の減価償却累計額 15,498 百万円

 ※２． 会社が発行する株式の総数 98,960 千株  ※２． 会社が発行する株式の総数 98,960 千株

          発行済株式の総数 45,029 千株           発行済株式の総数 45,029 千株

 ※３． 関係会社に対する資産・負債  ※３． 関係会社に対する資産・負債

       （区分掲記されたものを除く。）        （区分掲記されたものを除く。）

          売     掛    金 1,335 百万円           売     掛    金 1,782 百万円

          買     掛    金 2,247 百万円           買     掛    金 1,880 百万円

 　４． 保証債務  　４． 

       　下記の関係会社の借入債務に対して金融機関に経営指導

       　念書を差入れております。

          （被保証会社） 日写（昆山）精密模具有限公司  

          （保証債務残高） 　　　65百万円　（5,100千人民元）

    ５． 受取手形割引高 1,042 百万円    ５． 受取手形割引高 1,042 百万円

      －３０－

第  ８６  期 第  ８５  期

（平成 17年 3月 31日現在） （平成 16年 3月 31日現在）



（損益計算書関係）

                           自  平成 16年 4月  1日                            自  平成 15年 4月   1日
                           至  平成 17年 3月 31日                            至  平成 16年 3月 31日

※１． 関係会社との取引高 ※１． 関係会社との取引高

売         上         高 4,228 百万円 売         上         高 4,201 百万円

外   注   加   工   費 17,191 外   注   加   工   費 17,453

受     取     利     息 28 受     取     利     息 31

不  動  産  賃  貸  料 184 不  動  産  賃  貸  料 174

 ※２． 販売費に属する費用のおおよその割合は４５％であり、  ※２． 販売費に属する費用のおおよその割合は４５％であり、

     一般管理費のおおよその割合は５５％であります。 主要な      一般管理費のおおよその割合は５５％であります。 主要な

     費目及び金額は次の通りであります。      費目及び金額は次の通りであります。

荷    造    発    送    費  1,020 百万円 荷    造    発    送    費  990 百万円

役       員      報      酬 217 役       員      報      酬 220

給                         与 2,006 給                         与 2,021

賞 与 引 当 金 繰 入 額 343 賞 与 引 当 金 繰 入 額 342

賞                         与 325 賞                         与 336

退   職   給   付   費   用             231 退   職   給   付   費   用             200

役員退職慰労引当金繰入額      28 役員退職慰労引当金繰入額      254

福    利    厚    生    費                    403 福    利    厚    生    費                    422

減    価    償    却    費                      228 減    価    償    却    費                      186

家       賃      地      代                     356 家       賃      地      代                     369

貸 倒 引 当 金 繰 入 額         809 貸 倒 引 当 金 繰 入 額         703

 ※３．  ※３． 固定資産除売却益の内容は次の通りであります。

機械及び装置 9 百万円

 ※４． 固定資産除売却損の内容は次の通りであります。  ※４． 固定資産除売却損の内容は次の通りであります。

         除却損    建         物       除却損    建         物 54 百万円          除却損    建         物       除却損    建         物 23 百万円

                      機械及                   機械及び装置 59                       機械及                   機械及び装置 28

                   工具器具及び備品 15                       そ   の                      工具器具及び備品 25

                      そ   の                      そ   の   他 0          売却損    機械及                   そ   の   他 0

         売却損    機械及       売却損   機械及び装置               1                       そ   の          売却損   機械及び装置               5

                   そ   の   他 0                  合         計                     82

                 合         計                                      合         計                     130

      －３１－

第  ８６  期 第  ８５  期



取 得 価 額

相   当   額

減 価 償 却
累   計   額
相   当   額

期 末 残 高

相   当   額

取 得 価 額

相   当   額

減 価 償 却
累   計   額
相   当   額

期 末 残 高

相   当   額

機    械    及   び
装      置

百万円

333

百万円

142

百万円

190
機   械   及    び
装      置

百万円

415

百万円

242

百万円

173
工具器具及び備品 41 15 26 工具器具及び備品 94 71 23

合 計 375 158 217 合 計 510 313 196

（有価証券関係）

     当事業年度 （自平成16年 4月 1日   至平成 17年 3月 31日）及び前事業年度 （自平成15年 4月 1日　至平成

　16年 3月 31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

       

 　　　－３２－

（リ－ス取引関係）

第  ８６  期 第  ８５  期

   自 平成 16年 4月   1日    自 平成 15年 4月   1日
   至 平成 17年 3月 31日    至 平成 16年 3月 31日

    リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外      リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
  のファイナンス・リ－ス取引   のファイナンス・リ－ス取引

   ① リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額    ① リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
       及び期末残高相当額        及び期末残高相当額

 （注）  取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固  （注）  取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固
     定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 支払利子      定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 支払利子
     込み法により算定しております。      込み法により算定しております。

   ② 未経過リ－ス料期末残高相当額    ② 未経過リ－ス料期末残高相当額

                      一  年  以  内                         75百万円                       一  年  以  内                         79百万円

                      一    年     超                        142百万円                       一    年     超                        117百万円

                        合       計                           217百万円                         合       計                           196百万円

 （注）  未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リ－ス料期  （注）  未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リ－ス料期
      末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低       末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
      いため、支払利子込み法により算定しております。       いため、支払利子込み法により算定しております。

  

   ③ 当期の支払リ－ス料及び減価償却費相当額    ③ 当期の支払リ－ス料及び減価償却費相当額

                      支払リ－ス料                         　 92百万円                       支払リ－ス料                          116百万円

                      減価償却費相当額                  　92百万円                       減価償却費相当額                  116百万円

   ④ 減価償却費相当額の算定方法    ④ 減価償却費相当額の算定方法

         リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法          リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
      によっております。       によっております。



（税効果会計関係）              （単位 ：百万円）

第 ８６ 期 第 ８５ 期
  （平成 17年 3月 31日現在）   （平成 16年 3月 31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の
    主な原因別の内訳     主な原因別の内訳

 （流動）  （流動）
    繰延税金資産     繰延税金資産
       賞与引当金   377        賞与引当金   377
       貸倒引当金    1,095        貸倒引当金    787
       たな卸資産 244        たな卸資産 220
       未払事業税         162        未払事業税         174
       その他              154        その他              125
       合計             2,034        合計             1,685

    繰延税金負債     繰延税金負債
       その他有価証券評価差額金 △ 1        その他有価証券評価差額金 △ 0

       繰延税金資産の純額            2,033        繰延税金資産の純額            1,684

 （固定）  （固定）
    繰延税金資産     繰延税金資産
       退職給付引当金 2,230        退職給付引当金 2,189
       役員退職慰労引当金 373        役員退職慰労引当金 362
       投資有価証券 248        投資有価証券 248
       貸倒引当金    71        貸倒引当金    198
       その他 288        その他 138
       繰延税金資産合計            3,212        繰延税金資産合計            3,137
  
    繰延税金負債     繰延税金負債
       その他有価証券評価差額金 △ 1,404        その他有価証券評価差額金 △ 1,648

       繰延税金資産の純額            1,807        繰延税金資産の純額            1,488

２．法定実効税率と税効果会計適用後の ２．法定実効税率と税効果会計適用後の

     法人税等の負担率の主な差異      法人税等の負担率の主な差異

       法定実効税率 40.6%        法定実効税率 41.9%

（調  整） （調  整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9% 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1% 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1%
住民税均等割 0.2% 住民税均等割 0.3%
その他 1.6% 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.6%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.2% その他 0.3%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.2%

３.   繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用し
    た法定実効税率は、前事業年度の41.9％（流動区
    分）及び40.3％（固定区分）から40.5％に変更され
    ております。その結果、繰延税金資産の金額 （繰
    延税金負債を控除した金額）が14百万円増加し、
    当事業年度に計上された法人税等調整額が41百
    万円減少しております。

　　　－３３－



２． 役員の異動

（1）　新任取締役候補　（6月29日開催予定の定時株主総会にて選任予定）

池　本　　晴　弘　（印刷情報事業本部東京営業本部第二本部長）

 

橋　本　　孝　夫　（産業資材・電子事業本部第二製造本部長）

今　村　　利　一　（総合経営戦略室部長（本部長待遇））

（2）　退任予定取締役　（6月29日開催予定の定時株主総会終結時）

津　田　　勝　吉　（常務取締役） 顧問に就任予定

吉　村　　葵　男　（取 　締 　役） 顧問に就任予定

大　橋　　啓　二　（取 　締 　役） 監査役に就任予定

（3）　新任監査役候補　（6月29日開催予定の定時株主総会にて選任予定）

大　橋　　啓　二　（取 　締 　役）

以　上

－３４－


